
別紙１

種別
本編
別冊

基準書
ページ

章・節・項等の名称 変更内容
対照表
ページ

R3.12.20 改定 本編 目次 工種の追加 1～2

R3.12.20 改定 本編 Ⅱ-4～5

第Ⅱ編 共通工
第2章 共通工 [2]独自基準
③コンクリートブロック積（張）工
1-2適用出来ない範囲 1-2-2大型ブロッ
ク積

適用出来ない範囲を追加 3～4

R3.12.20 改定 本編 Ⅱ-6(1)～6(4)
第Ⅱ編 共通工
第2章 共通工 [2]独自基準
 高エネルギー吸収型落石防護柵工

工種の追加 5～8

R3.12.20 改定 本編 Ⅱ-6(5)
第Ⅱ編 共通工
第2章 共通工 [2]独自基準
 ロープ伏工

工種の追加 9

R3.12.20 改定 本編 Ⅱ-6(5)～(6)
第Ⅱ編 共通工
第2章 共通工 [2]独自基準
 ロープ掛工

工種の追加 9～10

R3.12.20 改定 本編
Ⅵ-11(1)～
11(2)

第Ⅵ編 土木工事標準単価及び市場単価
第２章 市場単価  ⑰大型ブロック積
（島根県独自）

工種の追加 11～12

R4.2.28 改定 本編 Ⅳ-19
第Ⅳ編 道路
第7章橋梁工 [2]独自基準

工場製作における工数単価（直
接労務費）の改定

13

R4.2.28 改定 本編 11-15
第11編 港湾・漁港漁場整備
第11-3編 港湾・漁港漁場整備共通
[2]独自基準

就業時間別の船員供用係数の改
定

14

R4.3.30 改定 本編
Ⅰ-2-②-27～
27(1)

第Ⅰ編 総則 ［2］独自基準
第 ２章 工事費の積算
②間接工事費 ２．共通仮設費
２－５安全費

安全費として積算する内容で共通
仮設費率に含まれる安全用品等
の費用に墜落制止用器具（フル
ハーネス型）を追加

15～16

R4.3.30 改定 本編 Ⅰ-3-①-2
第Ⅰ編 総則 [2]独自基準
第３章 一般管理費等及び消費税相当
額

一般管理費率等の改定 17

R4.3.30 改定 本編 Ⅵ-2

第Ⅵ編 土木工事標準単価及び市場単
価
第１章 土木工事標準単価
[2]独自基準
①ー１ 区画線工【溶剤型ペイント式
（手動式）】

日当たり標準施工量の改定 18

R4.3.30 改定 本編 Ⅳ-19
第Ⅳ編 道路
第7章橋梁工 [2]独自基準

間接労務費率、工場管理費率の
改定

19

R4.3.30 改定 本編 Ⅸ-2～3
第Ⅸ編 機械設備
第１章 一般共通
［2］独自基準

一般管理費等率の改定 20～21

変更情報

令和３年度 建設工事積算基準 一部改定・訂正一覧表

通知日
種別
改定
訂正

基準書該当箇所

R4.4.27

★重要事項は朱書きしておりますので要確認ください。 1/3



別紙１

種別
本編
別冊

基準書
ページ

章・節・項等の名称 変更内容
対照表
ページ

変更情報

令和３年度 建設工事積算基準 一部改定・訂正一覧表
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R4.4.27

R4.3.30 改定 本編 11-2

第１１編 港湾・漁港漁場整備
第１１－１編 港湾
［2］独自基準
第１部 港湾土木請負工事積算基準
３節 一般管理費等
１．一般管理費等の算定

一般管理費等率の改定 22

R4.3.30 改定 本編 11-5

第１１編 港湾・漁港漁場整備
第１１－２編 漁港漁場整備
［2］独自基準
第１部 漁港漁場関係事業請負工事費
積算基準
３節 一般管理費等
１．一般管理費等の算定

一般管理費等率の改定 23

R4.3.30 改定 本編 12-1

第１２編 空 港
第１２－１編 空港土木
［2］独自基準
第1部 空港土木請負工事積算基準
第１編 総則
第３章 一般管理費等

一般管理費等率の改定 24

R4.3.30 改定 本編 13-4～13-5(2)

第１３編 農業農村整備
第１章 総則 ［2］独自基準
②工事費の積算
２．間接工事費の積算
１）共通仮設費

水路トンネル工事の工種内容の
追記

25～27

R4.3.30 改定 本編 13-6～13-7(2)

第１３編 農業農村整備
第１章 総則 ［2］独自基準
②工事費の積算
２．間接工事費の積算
１）共通仮設費

共通仮設費率範囲内の安全用品
等の費用に墜落制止用器具（フ
ルハーネス型）を追加
率の対象項目及び率に別途加算
できる項目の営繕費の記載を追
記

28～30

R4.3.30 改定 本編 13-83
第１３編 農業農村整備
第16章 施設機械及び電気通信設備
［2］独自基準一般管理費等

一般管理費等率の改定 31

R4.4.22 訂正 本編 Ⅵ-2

第Ⅵ編 土木工事標準単価及び市場単
価
第１章 土木工事標準単価
[2]独自基準
①ー１ 区画線工【溶剤型ペイント式
（手動式）】

日当たり標準施工量の訂正 32

R4.4.27 改定 本編 10-1
第１０編 下水道
［2］独自基準
② 一般管理費等

一般管理費等率の改定 33

★重要事項は朱書きしておりますので要確認ください。 2/3
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R4.4.27 改定 本編 11-2

第１１編 港湾・漁港漁場整備
第１１－１編 港湾
［2］独自基準
第１部 港湾土木請負工事積算基準
第２章 工事費の積算
２節 間接工事費 ２．共通仮設費

共通仮設費率における海上輸送
の補正方法の改定

34～35

R4.4.27 改定 本編 11-5

第１１編 港湾・漁港漁場整備
第１１－２編 漁港漁場整備
［2］独自基準
第１部 漁港漁場関係事業請負工事費
積算基準
第２章 工事費の積算
２節 間接工事費 ２．共通仮設費

共通仮設費率における海上輸送
の補正方法の改定

36～37

★重要事項は朱書きしておりますので要確認ください。 3/3



【通知日】令和3年12月20日

ページ 改定前（令和３年12月31日まで適用） 改定後（令和４年１月１日以降適用）

目次

令和３年度　建設工事積算基準　対照表

－1－

① ガス切断工

② 吸出し防止材設置工

③ 目地・止水板設置工

④ 旧橋撤去工

⑤ かご工

発泡スチロールを用いた超軽量盛土工

 現場取卸費

 骨材再生工(自走式) 
 函渠工

 殻運搬

高エネルギー吸収型落石防護柵（アンカー式斜面タイプ）

ロープ伏工

ロープ掛工

第１章 基礎工-----------------------------------------------------------Ⅱ-9 

① 鋼管・既製コンクリート杭打工

② 場所打杭工

③ 深礎工

④ ニューマチックケーソン工

⑤ 基礎工(鋼管矢板基礎工)
⑥ ドロップハンマ杭打工

⑦ 木杭及び矢板打工(人力、ドロップハンマ工)
⑧ 泥水運搬工

第２章 コンクリート工---------------------------------------------------Ⅱ-11 

① コンクリート工

② 型枠工

③ 溶接金網設置工

④ 張りコンクリート工

第３章 仮設工-----------------------------------------------------------Ⅱ-13 

① 仮設工

② 鋼矢板(Ｈ形鋼)工
③ 矢板工(アースオーガ併用圧入工)
④ 鋼矢板(Ｈ形鋼)工(クレーン引抜工)
⑤ 鋼矢板施工法選定表(参考)
⑥ 仮設材設置撤去工

⑦ 足場支保工

⑧ 締切排水工

⑨ ウエルポイント工

⑩ 土のう工

⑪ 仮橋・仮桟橋工

⑫ 汚濁防止フェンス工

⑬ 仮囲い設置・撤去工

⑭ 仮設防護柵工（切土及び発破防護柵工）

⑮ 濁水処理工(一般土木工事)
⑯ 敷鉄板設置・撤去工

⑰ 防塵処理工

⑱ 仮設電力設備工

⑲ グラフによる標準的な仮設電力設備の積算

⑳ 法面工(仮設用モルタル吹付工)

① ガス切断工

② 吸出し防止材設置工

③ 目地・止水板設置工

④ 旧橋撤去工

⑤ かご工

発泡スチロールを用いた超軽量盛土工

 現場取卸費

 骨材再生工(自走式) 
 函渠工

 殻運搬

第１章 基礎工-----------------------------------------------------------Ⅱ-9 

① 鋼管・既製コンクリート杭打工

② 場所打杭工

③ 深礎工

④ ニューマチックケーソン工

⑤ 基礎工(鋼管矢板基礎工)
⑥ ドロップハンマ杭打工

⑦ 木杭及び矢板打工(人力、ドロップハンマ工)
⑧ 泥水運搬工

第２章 コンクリート工---------------------------------------------------Ⅱ-11 

① コンクリート工

② 型枠工

③ 溶接金網設置工

④ 張りコンクリート工

第３章 仮設工-----------------------------------------------------------Ⅱ-13 

① 仮設工

② 鋼矢板(Ｈ形鋼)工
③ 矢板工(アースオーガ併用圧入工)
④ 鋼矢板(Ｈ形鋼)工(クレーン引抜工)
⑤ 鋼矢板施工法選定表(参考)
⑥ 仮設材設置撤去工

⑦ 足場支保工

⑧ 締切排水工

⑨ ウエルポイント工

⑩ 土のう工

⑪ 仮橋・仮桟橋工

⑫ 汚濁防止フェンス工

⑬ 仮囲い設置・撤去工

⑭ 仮設防護柵工（切土及び発破防護柵工）

⑮ 濁水処理工(一般土木工事)
⑯ 敷鉄板設置・撤去工

⑰ 防塵処理工

⑱ 仮設電力設備工

⑲ グラフによる標準的な仮設電力設備の積算

⑳ 法面工(仮設用モルタル吹付工)
交通誘導警備員

工事用道路（敷砂利）工

追加



【通知日】令和3年12月20日

ページ 改定前（令和３年12月31日まで適用） 改定後（令和４年１月１日以降適用）

令和３年度　建設工事積算基準　対照表

目次

－2－

第Ⅵ編  土木工事標準単価及び市場単価 

第１章 土木工事標準単価-------------------------------------------------Ⅵ-1 

第２章 市場単価---------------------------------------------------------Ⅵ-5 

① 鉄筋工

② インターロッキングブロック工

③ 防護柵設置工

④ 法面工

⑤ 道路植栽工

⑥ 橋梁付属物工

⑦ 薄層カラー舗装工

⑧ 道路標識設置工

⑨ 道路付属物設置工

⑩ 公園植栽工

⑪ 軟弱地盤処理工

⑫ 橋面防水工

⑬ グルービング工

⑭ 鉄筋挿入工(ロックボルト工) 
⑮ コンクリート表面処理工(ウォータージェット工) 
⑯ 法面工（島根県独自）

第Ⅲ編  河川  

第１章 河川海岸---------------------------------------------------------Ⅲ-1 

① 消波根固めブロック工

② 捨石工

③ 消波工

④ 浚渫工

⑤ 軟弱地盤上における柔構造樋門・樋管工

第２章 河川維持工-------------------------------------------------------Ⅲ-3 

① 堤防除草工

② 堤防天端補修工

③ 堤防芝養生工

④ 伐木除根工

⑤ 塵芥処理工

⑥ ボーリンググラウト工

⑦ 粗朶沈床工

⑧ 機械土工(河床等掘削)
⑨ 多自然護岸工

⑩ 護岸基礎ブロック工

⑪ かごマット工

⑫ ブロックマット工 

⑬ 野芝種子吹付工

⑭ 袋詰玉石工

⑮ 笠コンクリートブロック据付工

⑯ グラウトホール工

第Ⅵ編  土木工事標準単価及び市場単価 

第１章 土木工事標準単価-------------------------------------------------Ⅵ-1 

第２章 市場単価---------------------------------------------------------Ⅵ-5 

① 鉄筋工

② インターロッキングブロック工

③ 防護柵設置工

④ 法面工

⑤ 道路植栽工

⑥ 橋梁付属物工

⑦ 薄層カラー舗装工

⑧ 道路標識設置工

⑨ 道路付属物設置工

⑩ 公園植栽工

⑪ 軟弱地盤処理工

⑫ 橋面防水工

⑬ グルービング工

⑭ 鉄筋挿入工(ロックボルト工) 
⑮ コンクリート表面処理工(ウォータージェット工) 
⑯ 法面工（島根県独自）

⑰ 大型ブロック積（島根県独自） 

第Ⅲ編  河川  

第１章 河川海岸---------------------------------------------------------Ⅲ-1 

① 消波根固めブロック工

② 捨石工

③ 消波工

④ 浚渫工

⑤ 軟弱地盤上における柔構造樋門・樋管工

第２章 河川維持工-------------------------------------------------------Ⅲ-3 

① 堤防除草工

② 堤防天端補修工

③ 堤防芝養生工

④ 伐木除根工

⑤ 塵芥処理工

⑥ ボーリンググラウト工

⑦ 粗朶沈床工

⑧ 機械土工(河床等掘削)
⑨ 多自然護岸工

⑩ 護岸基礎ブロック工

⑪ かごマット工

⑫ ブロックマット工 

⑬ 野芝種子吹付工

⑭ 袋詰玉石工

⑮ 笠コンクリートブロック据付工

グラウトホール工

追加



【通知日】令和3年12月20日

ページ 改定前（令和３年12月31日まで適用） 改定後（令和４年１月１日以降適用）

令和３年度　建設工事積算基準　対照表

Ⅱ-5

第Ⅱ編　共通工

第２章　共通工

［2］独自基準

－3－

③コンクリートブロック積
（張）工

Ⅱ-5へ移動



【通知日】令和3年12月20日

ページ 改定前（令和３年12月31日まで適用） 改定後（令和４年１月１日以降適用）

令和３年度　建設工事積算基準　対照表

Ⅱ-5

第Ⅱ編　共通工

第２章　共通工

［2］独自基準

－4－

⑪ 軟弱地盤処理工 

⑪－３ スラリー攪拌工 

当初設計書で工法指定しない場合は、条件明示を行い、特許料を計上せず、変更設計で対応するものとする。

変更設計で対応する場合とは、現場条件等により特許使用料を必要とする工法でのみ施工可能と判断された場合

をいう。 

（特記仕様書追加事項記載例） 

本スラリー攪拌工法における特許料は計上していないが、特許料が必要になった場合は監督職員と協議するも

のとし、変更契約の対象とする。 

⑪－４ 高圧噴射攪拌工 

当初設計書で工法指定しない場合は、条件明示を行い、特許料を計上せず、変更設計で対応するものとする。

変更設計で対応する場合とは、現場条件等により特許使用料を必要とする工法でのみ施工可能と判断された場合

をいう。 

（特記仕様書追加事項記載例） 

本高圧噴射攪拌工法における特許料は計上していないが、特許料が必要になった場合は監督職員と協議するも

のとし、変更契約の対象とする。 

⑫ 薬液注入工 

当初設計書で工法指定しない場合は、条件明示を行い、特許料を計上せず、変更設計で対応するものとする。

変更設計で対応する場合とは、現場条件等により特許使用料を必要とする工法でのみ施工可能と判断された場合

をいう。 

（特記仕様書追加事項記載例） 

本薬液注入工法における特許料は計上していないが、特許料が必要になった場合は監督職員と協議するものと

し、変更契約の対象とする。 

 骨材再生工(自走式) 

工事等で発生したコンクリート殻を破砕し、骨材再生として再利用する場合に適用する。「島根県建設副産物処

理要領」に基づき、適切に取り扱うものとする。 

骨材の品質確認のため、修正ＣＢＲ試験・骨材のふるい分け試験・粗骨材のすり減り試験等を行う場合は、仕

様書に試験項目及び試験基準を明記し、その試験費用を技術管理費に計上すること。  

 函渠工 

設計本体コンクリート数量に含まれない付属物の積算は下記による。 

・コンクリート 「建設工事積算基準第Ⅱ編第４章①コンクリート工」による。 

・型枠     「建設工事積算基準第Ⅱ編第４章②型枠工」による。 

・その他    その他必要に応じ基準書により積上げる。 

Ⅱ-4から移動
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［2］独自基準
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高エネルギー吸収型落石防
護柵（アンカー式斜面タイ
プ）
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［2］独自基準
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高エネルギー吸収型落石防
護柵（アンカー式斜面タイ
プ）

３－２ 吊・サイドロープ設置工

吊・サイドロープ設置工施工歩掛は，次表を標準とする。

表 3.2 吊・サイドロープ設置工施工歩掛       （10本当り）

名 称 規 格 単 位
種別

柵高 2.5ｍ 柵高 3.0ｍ
岩部用 土砂用 岩部用 土砂用

土 木 一 般 世 話 役 人 2.4 3.0 2.4 3.0 
法 面 工 〃 12.0 14.9 12.0 14.9 
諸 雑 費 率 ％ 11 24 11 24 

(注)１．諸雑費は，アンカー設置に伴う，空気圧縮機等の費用であり，労務費の合計額にの率を乗じた金額を上
限として計上する。

３－３ ステーロープ設置工

ステーロープ設置工施工歩掛は，次表を標準とする。

表 3.3 ステーロープ設置工施工歩掛        （10本当り）

名 称 規 格 単 位
種別

柵高 2.5ｍ 柵高 3.0ｍ
岩部用 土砂用 岩部用 土砂用

土 木 一 般 世 話 役 人 1.3 2.0 1.3 2.0 
法 面 工 〃 6.6 10.9 6.6 10.9 
諸 雑 費 率 ％ 11 24 11 24 

(注)１．諸雑費は，アンカー設置に伴う，空気圧縮機等の費用であり，労務費の合計額にの率を乗じた金額を上
限として計上する。

３－３ 中間支柱，端末支柱設置工

中間支柱，端末支柱設置工施工歩掛は，次表を標準とする。

表 3.4 中間支柱，端末支柱設置工施工歩掛      （10本当り）

名 称 規 格 単 位
種別

柵高 2.5ｍ 柵高 3.0ｍ
岩部用 土砂用 岩部用 土砂用

土 木 一 般 世 話 役 人 3.5 4.0 4.0 4.5 
法 面 工 〃 17.5 20.0 20.0 22.5 
諸 雑 費 率 ％ 11 24 11 24 

(注)１．諸雑費は，アンカー設置に伴う削岩機，空気圧縮機等の費用であり，労務費の合計額に上表の率を乗じ
た金額を上限として計上する。

３－４ ワイヤロープ及び金網設置工（補助金網設置を含む）

ワイヤロープ及び金網設置工施工歩掛は，次表を標準とする。

表 3.5 ワイヤロープ及び金網設置工施工歩掛  （100m当り）

名 称 規 格 単 位
種別

柵高 2.5ｍ 柵高 3.0ｍ
土 木 一 般 世 話 役 人 15.0 16.0 
法 面 工 〃 75.0 80.0 
諸 雑 費 率 ％ 3 3 

(注)１．諸雑費は，補助金網設置に伴うピンアンカー設置用に要する費用であり，労務費の合計額に上表の率
を乗じた金額を上限として計上する。
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第Ⅱ編　共通工

第２章　共通工

［2］独自基準

〔記載なし〕

高エネルギー吸収型落石防
護柵（アンカー式斜面タイ
プ）
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４． 単 価 表 

（１） 吊・サイドロープ設置工 10本あたり単価表
名 称 規 格 単 位 数量 摘要

土 木 一 般 世 話 役 人 表 3.2 
法 面 工 〃 〃

吊 ・ サ イ ド ロ ー プ 本 10 表 3.1 
諸 雑 費 式 1 表 3.2 

計

（２） ステーロープ設置工 10本あたり単価表
名 称 規 格 単 位 数量 摘要

土 木 一 般 世 話 役 人 表 3.3 
法 面 工 〃 〃

ス テ ー ロ ー プ 本 10 表 3.1 
諸 雑 費 式 1 表 3.3 

計

（３） 中間支柱，端末支柱設置工 10本あたり単価表
名 称 規 格 単 位 数量 摘要

土 木 一 般 世 話 役 人 表 3.4 
法 面 工 〃 〃

支 柱 本 10 表 3.1 
諸 雑 費 式 1 表 3.4 

計

（４） ワイヤロープ及び金網設置工（柵高 2.5ｍ） 100ｍあたり単価表
名 称 規 格 単 位 数量 摘要

土 木 一 般 世 話 役 人 表 3.5 
法 面 工 〃 〃

ワ イ ヤ ロ ー プ 本 8 表 3.1 
金 網 ｍ 〃

諸 雑 費 式 1 表 3.5 
計

（５） ワイヤロープ及び金網設置工（柵高 3.0ｍ） 100ｍあたり単価表
名 称 規 格 単 位 数量 摘要

土 木 一 般 世 話 役 人 表 3.5 
法 面 工 〃 〃

ワ イ ヤ ロ ー プ 本 10 表 3.1 
金 網 ｍ 〃

諸 雑 費 式 1 表 3.5 
計



【通知日】令和3年12月20日

ページ 改定前（令和３年12月31日まで適用） 改定後（令和４年１月１日以降適用）

令和３年度　建設工事積算基準　対照表

Ⅱ-6(4)
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［2］独自基準
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高エネルギー吸収型落石防
護柵（アンカー式斜面タイ
プ）
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［2］独自基準

ロープ伏工

ロープ掛工

〔記載なし〕

－9－



【通知日】令和3年12月20日

ページ 改定前（令和３年12月31日まで適用） 改定後（令和４年１月１日以降適用）

令和３年度　建設工事積算基準　対照表

Ⅱ-6(6)

第Ⅱ編　共通工

第２章　共通工

［2］独自基準

ロープ掛工

〔記載なし〕
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３－３ アンカー設置工

アンカー設置工施工歩掛は，次表を標準とする。

表 3.2 アンカー設置工施工歩掛          （1 本当り）

名 称 規 格 単 位
種別

岩用 土砂用

土 木 一 般 世 話 役 人 0.04 0.10 
法 面 工 〃 0.36 0.50 
諸 雑 費 率 ％ 13 12 

備考 １．アンカー設置工には，削孔，アンカー設置，充填材注入等の一連の作業を含む。

２．諸雑費は，削岩機，打込機，空気圧縮機等の費用であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額

を上限として計上する。

３．上記歩掛には，20ｍ程度の現場内小運搬を含む。

３－４ ロープ設置工

ロープ設置工施工歩掛は，次表を標準とする。

表 3.3 ロープ設置工施工歩掛               （10m 当り) 
名 称 規 格 単 位 数 量 摘 要

土 木 一 般 世 話 役 人 0.05  
法 面 工 〃 0.46  
普 通 作 業 員 〃 0.03  
諸 雑 費 率 ％ 3  
備考 １．ロープ設置工には，アンカー定着金具，ロープ交点部固定具等の取付けを含む。

   ２．諸雑費は，命綱等の費用であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。

４． 単 価 表 

（１） アンカー設置工 １本あたり単価表

名 称 規 格 単 位 数量 摘要

土 木 一 般 世 話 役 人 表 3.2 
法 面 工 〃 〃

ア ン カ ー 本 1 表 3.1 
諸 雑 費 式 1 表 3.2 

計

（２） ロープ設置工 10ｍ本あたり単価表

名 称 規 格 単 位 数量 摘要

土 木 一 般 世 話 役 人 表 3.3 
法 面 工 〃 〃

普 通 作 業 員 〃 〃

主 ロ ー プ ｍ 表 3.1 
補 助 ロ ー プ 〃 〃

付 属 品 式 1 
表 3.1 

必要数量計上

諸 雑 費 〃 1 表 3.3 
計
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第２章　市場単価

⑰大型ブロック積（島根県独自）

〔記載なし〕
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第Ⅵ編　土木工事標準単価及
び市場単価
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第２章　市場単価

⑰大型ブロック積（島根県独自）
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第Ⅵ編　土木工事標準単価及
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設
計
面
積

天端コンクリート
（設計面積に含めない）

調整コンクリート

裏込材

現場打ち基礎又はプレキャスト基礎ブロック

天端コンクリート
（設計面積に含めない）

小口止め
（設計面積に含めない）

大型ブロック積本体

調整コンクリート

小口止（設計面積に含めない）

設計面積

Ａ

Ａ

    （6） 基礎・裏込砕石を施工する場合，基礎砕石は「第Ⅱ編第２章②基礎・裏込砕石工」，裏込砕石は「第Ⅱ編第２章③

コンクリートブロック積（張）工」により別途計上する。 

    （7） 天端コンクリートを施工する場合は「第Ⅱ編第２章③コンクリートブロック積（張）工の天端コンクリート工」

により別途計上する。 

   ４．参考資料 参考図（大型ブロック積（調整コンクリート・小口止）

正 面 図

 Ａ － Ａ断 面 図 
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Ⅳ-19

第Ⅳ編　道路

第7章　橋梁工

［2］独自基準

〔記載なし〕

令和３年度　建設工事積算基準　対照表

－13－

（令和４年３月１日以降適用） 

土木工事標準積算基準書（共通編） 第Ⅳ編 道路 

第７章 橋梁工／ ①鋼橋製作工 ３．鋼橋製作費 

３-２ 製作工労務単価 を次のとおり読み替える。 

工場製作における工数単価（直接労務費）は 27,800 円とする。
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第11編　港湾・漁港漁場整備

第11-3編　港湾・漁港漁場整備共通

［2］独自基準

第4章　就業時間別の船員供用係数

〔記載なし〕

－14－
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Ⅰ-2-②-27

第Ⅰ編　総則

［2］独自基準

第 ２章　工事費の積算

②間接工事費

２．共通仮設費

２－５安全費

令和３年度　建設工事積算基準　対照表

－15－

２－５ 安全費 

(１) 安全費の積算 

安全費として積算する内容は次のとおりとする。 

１) 安全施設等に要する費用 

２) 安全管理等に要する費用 

３) １)～２)に掲げるもののほか，工事施工上必要な安全対策等に要する費用 

（令和４年３月３１日まで適用） 

(２) 積算方法 

安全費として積算する内容で共通仮設費率に含まれる部分は，下記の項目とする。 

① 工事地域内全般の安全管理上の監視，あるいは連絡等に要する費用 

② 不稼働日の保安要員等の費用 

③ 標示板，標識，保安燈，防護柵，バリケード，架空線等事故防止対策簡易ゲート，照明等の安全施設類

の設置，撤去，補修に要する費用及び使用期間中の損料 

④ 夜間工事その他，照明が必要な作業を行う場合における照明に要する費用（大規模な照明設備を必要とす

る広範な工事（ダム・トンネル本体工事，トンネル内舗装等工事）は除く） 

⑤ 河川，海岸工事における救命艇に要する費用 

⑥ 長大トンネルにおける防火安全対策に要する費用（工事用連絡設備含む） 

⑦ 酸素欠乏症の予防に要する費用 

⑧ 粉塵作業の予防に要する費用（ただし，「ずい道等建設工事における粉塵対策に関するガイドライン」に

よるトンネル工事の粉塵発生源に係る措置の各設備，「鉛等有害物を含有する塗料のかき落とし作業におけ

る労働者の健康障害防止について」に伴う各ばく露防止対策は，仮設工に計上する） 

⑨ 安全用品等の費用 

⑩ 安全委員会等に要する費用 

⑪ 「山岳トンネル工事の切羽における肌落ち災害防止対策に係るガイドライン」における設備的防護対策に

要する費用 

上記以外で積上げ計上する項目は，次の各項に要する費用とする。 

① 鉄道，空港関係施設等に近接した工事現場における出入り口等に配置する安全管理員等に要する費用 

② バリケード，転落防止柵，工事標識，照明等のイメージアップに要する費用（積算方法は，第９章「土木

請負工事における現場環境改善費の積算」による） 

③ 高圧作業の予防に要する費用 

④ 河川及び海岸の工事区域に隣接して，航路がある場合の安全標識・警戒船運転に要する費用 

⑤ ダム工事における岩石掘削時に必要な発破・監視のための費用 

⑥ トンネル工事における呼吸用保護具（電動ファン付粉塵用呼吸用保護具等）に要する費用 

⑦ 成形板等の飛散しにくい建材の解体作業における保護具の装着，湿潤を保つ措置を行う費用 

⑧ 鉛等有害物を含有する塗装のかき落とし作業における呼吸用防護具（電動ファン付粉塵用呼吸要保護具等）

に要する費用 

⑨ 「山岳トンネル工事の切羽における肌落ち災害防止対策に係るガイドライン」における切羽変位計測に要

する費用（トンネル（ＮＡＴＭ）の計測Ａに要する費用については除く） 

⑩ その他，現場条件等により積み上げを要する費用 

１) トンネル工事における呼吸用保護具の積算 

トンネル建設工事における掘削及び支保工に使用する呼吸用保護具（電動ファン付粉塵用保護具等）の費

用として，１工事当り次式により「呼吸用保護具等費用」を計上するものとする。 

呼吸用保護具等費用 ＝ 1,660,000 ＋ 総労務費×0.5％（円） 

なお、上記計算式は呼吸用保護具の規格が B 級(半面形面体)の場合に適用する。 

上記以外の規格を適用する場合は別途考慮するものとする。 

なお，総労務費とは，１工事当りのトンネル世話役，トンネル特殊工，トンネル作業員の労務費（鏡吹

付施工労務費を含む）合計額とする。 

(注) B 級とは濡れ率の性能等級を示す。 

２－５ 安全費 

(１) 安全費の積算 

安全費として積算する内容は次のとおりとする。 

１) 安全施設等に要する費用 

２) 安全管理等に要する費用 

３) １)～２)に掲げるもののほか，工事施工上必要な安全対策等に要する費用 

(２) 積算方法 

安全費として積算する内容で共通仮設費率に含まれる部分は，下記の項目とする。 

① 工事地域内全般の安全管理上の監視，あるいは連絡等に要する費用 

② 不稼働日の保安要員等の費用 

③ 標示板，標識，保安燈，防護柵，バリケード，架空線等事故防止対策簡易ゲート，照明等の安全施設類

の設置，撤去，補修に要する費用及び使用期間中の損料 

④ 夜間工事その他，照明が必要な作業を行う場合における照明に要する費用（大規模な照明設備を必要とす

る広範な工事（ダム・トンネル本体工事，トンネル内舗装等工事）は除く） 

⑤ 河川，海岸工事における救命艇に要する費用 

⑥ 長大トンネルにおける防火安全対策に要する費用（工事用連絡設備含む） 

⑦ 酸素欠乏症の予防に要する費用 

⑧ 粉塵作業の予防に要する費用（ただし，「ずい道等建設工事における粉塵対策に関するガイドライン」に

よるトンネル工事の粉塵発生源に係る措置の各設備，「鉛等有害物を含有する塗料のかき落とし作業におけ

る労働者の健康障害防止について」に伴う各ばく露防止対策は，仮設工に計上する） 

⑨ 安全用品等の費用 

⑩ 安全委員会等に要する費用 

⑪ 「山岳トンネル工事の切羽における肌落ち災害防止対策に係るガイドライン」における設備的防護対策に

要する費用 

上記以外で積上げ計上する項目は，次の各項に要する費用とする。 

① 鉄道，空港関係施設等に近接した工事現場における出入り口等に配置する安全管理員等に要する費用 

② バリケード，転落防止柵，工事標識，照明等のイメージアップに要する費用（積算方法は，第９章「土木

請負工事における現場環境改善費の積算」による） 

③ 高圧作業の予防に要する費用 

④ 河川及び海岸の工事区域に隣接して，航路がある場合の安全標識・警戒船運転に要する費用 

⑤ ダム工事における岩石掘削時に必要な発破・監視のための費用 

⑥ トンネル工事における呼吸用保護具（電動ファン付粉塵用呼吸用保護具等）に要する費用 

⑦ 成形板等の飛散しにくい建材の解体作業における保護具の装着，湿潤を保つ措置を行う費用 

⑧ 鉛等有害物を含有する塗装のかき落とし作業における呼吸用防護具（電動ファン付粉塵用呼吸要保護具等）

に要する費用 

⑨ 「山岳トンネル工事の切羽における肌落ち災害防止対策に係るガイドライン」における切羽変位計測に要

する費用（トンネル（ＮＡＴＭ）の計測Ａに要する費用については除く） 

⑩ その他，現場条件等により積み上げを要する費用 

１) トンネル工事における呼吸用保護具の積算 

トンネル建設工事における掘削及び支保工に使用する呼吸用保護具（電動ファン付粉塵用保護具等）の費

用として，１工事当り次式により「呼吸用保護具等費用」を計上するものとする。 

呼吸用保護具等費用 ＝ 1,660,000 ＋ 総労務費×0.5％（円） 

なお、上記計算式は呼吸用保護具の規格が B 級(半面形面体)の場合に適用する。 

上記以外の規格を適用する場合は別途考慮するものとする。 

なお，総労務費とは，１工事当りのトンネル世話役，トンネル特殊工，トンネル作業員の労務費（鏡吹

付施工労務費を含む）合計額とする。 

(注) B 級とは濡れ率の性能等級を示す。 
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Ⅰ-2-②-27(1)

第Ⅰ編　総則

［2］独自基準

第 ２章　工事費の積算

②間接工事費

２．共通仮設費

２－５安全費

〔記載なし〕

－16－

（令和４年４月１日から適用） 

(２) 積算方法 

安全費として積算する内容で共通仮設費率に含まれる部分は，下記の項目とする。 

① 工事地域内全般の安全管理上の監視，あるいは連絡等に要する費用 

② 不稼働日の保安要員等の費用 

③ 標示板，標識，保安燈，防護柵，バリケード，架空線等事故防止対策簡易ゲート，照明等の安全施設類

の設置，撤去，補修に要する費用及び使用期間中の損料 

④ 夜間工事その他，照明が必要な作業を行う場合における照明に要する費用（大規模な照明設備を必要とす

る広範な工事（ダム・トンネル本体工事，トンネル内舗装等工事）は除く） 

⑤ 河川，海岸工事における救命艇に要する費用 

⑥ 長大トンネルにおける防火安全対策に要する費用（工事用連絡設備含む） 

⑦ 酸素欠乏症の予防に要する費用 

⑧ 粉塵作業の予防に要する費用（ただし，「ずい道等建設工事における粉塵対策に関するガイドライン」に

よるトンネル工事の粉塵発生源に係る措置の各設備，「鉛等有害物を含有する塗料のかき落とし作業におけ

る労働者の健康障害防止について」に伴う各ばく露防止対策は，仮設工に計上する） 

⑨ 安全用品等の費用（墜落制止用器具（フルハーネス型）を含む） 

⑩ 安全委員会等に要する費用 

⑪ 「山岳トンネル工事の切羽における肌落ち災害防止対策に係るガイドライン」における設備的防護対策に

要する費用 

上記以外で積上げ計上する項目は，次の各項に要する費用とする。 

① 鉄道，空港関係施設等に近接した工事現場における出入り口等に配置する安全管理員等に要する費用 

② バリケード，転落防止柵，工事標識，照明等のイメージアップに要する費用（積算方法は，第９章「土木

請負工事における現場環境改善費の積算」による） 

③ 高圧作業の予防に要する費用 

④ 河川及び海岸の工事区域に隣接して，航路がある場合の安全標識・警戒船運転に要する費用 

⑤ ダム工事における岩石掘削時に必要な発破・監視のための費用 

⑥ トンネル工事における呼吸用保護具（電動ファン付粉塵用呼吸用保護具等）に要する費用 

⑦ 成形板等の飛散しにくい建材の解体作業における保護具の装着，湿潤を保つ措置を行う費用 

⑧ 鉛等有害物を含有する塗装のかき落とし作業における呼吸用防護具（電動ファン付粉塵用呼吸要保護具等）

に要する費用 

⑨ 「山岳トンネル工事の切羽における肌落ち災害防止対策に係るガイドライン」における切羽変位計測に要

する費用（トンネル（ＮＡＴＭ）の計測Ａに要する費用については除く） 

⑩ その他，現場条件等により積み上げを要する費用 

１) トンネル工事における呼吸用保護具の積算 

トンネル建設工事における掘削及び支保工に使用する呼吸用保護具（電動ファン付粉塵用保護具等）の費

用として，１工事当り次式により「呼吸用保護具等費用」を計上するものとする。 

呼吸用保護具等費用 ＝ 1,660,000 ＋ 総労務費×0.5％（円） 

なお、上記計算式は呼吸用保護具の規格が B 級(半面形面体)の場合に適用する。 

上記以外の規格を適用する場合は別途考慮するものとする。 

なお，総労務費とは，１工事当りのトンネル世話役，トンネル特殊工，トンネル作業員の労務費（鏡吹

付施工労務費を含む）合計額とする。 

(注) B 級とは濡れ率の性能等級を示す。



【通知日】令和4年３月30日

ページ 改定前（令和4年３月３１日まで適用） 改定後（令和４年４月１日以降適用）

令和３年度　建設工事積算基準　対照表
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第Ⅰ編　総則

［2］独自基準
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第 ３章　一般管理費等及び
消費税相当額

２ 付 加 利 益 

(１) 法人税，都道府県民税，市町村民税等 

(２) 株主配当金 

(３) 役員賞与金（損金算入分を除く） 

(４) 内部留保金 

(５) 支払利息及び割引料，支払保証料その他の営業外費用 

３ 一般管理費等の算定 

一般管理費等は，１及び２の額の合計額とし，別表第１の工事原価ごとに求めた一般管理費等率を当該工事原価に

乗じて得た額の範囲内とする。 

なお，一般管理費等の算定上，対象とする工事原価については，「第２章 ②間接工事費 ２．共通仮設費（２）算

定方法 1)率計算による部分 の（ニ）」及び「第２章 ②間接工事費 ２．共通仮設費（２）算定方法 5)間接工事費等

の項目別対象表」を参照のこと。 

４ 一般管理費等率の補正 

(１) 前払金の保証がある工事において，以下の事項に該当する場合に補正を行う。なお，前払金の保証がない工

事は，一般管理費等の補正の対象外である。 

１) 前払金支出割合の相違による取扱い 

前払金支出割合が 35％以下の場合の一般管理費等率は，別表第２の前払金支出割合区分ごとに定める補正係

数を３で算定した一般管理費等率に乗じて得た率とする。 

２) 契約の保証に必要な費用の取扱い 

前払金支出割合の相違による補正までを行った値に，別表第３の補正値を加算したものを一般管理費等とす

る。 

(２) 支給品等の取扱い 

資材等を支給するときは，当該支給品費は一般管理費等算定の基礎となる工事原価に含めないものとする。

(３) 自社製品の取扱い（プレテン桁，組立式橋梁，規格ゲート，標識等を製作専門メーカーに発注する場合）に

ついて 

自社製品であっても，他社製品と同様に一般管理費等の対象とする。 

別表第１ 一 般 管 理 費 等 率 

（１） 前払金支出割合が 35％を超え 40％以下の場合 

工 事 原 価 500 万円以下 500 万円を超え 30 億円以下 30 億円を超えるもの 

一般管理費等率 22.72％ 一般管理費等率算定式により算出された率 7.47％ 

(２) 算定式 

［一般管理費等率算定式］ 

Ｇp＝-5.48972×LOG(Ｃp)＋59.4977（％） 

ただし，Ｇp：一般管理費等率（％） 

Ｃp：工事原価（単位円） 

（注）１．Ｇpの値は，小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。

        ２．対象とする工事原価については，「第２章 ②間接工事費 ２．共通仮設費（２）算定方法 1)

率計算による部分 の（ニ）」及び「第２章 ②間接工事費 ２．共通仮設費（２）算定方法 5)間

接工事費等の項目別対象表」を参照のこと。 

別表第２ 一 般 管 理 費 等 率 の 補 正

前払金支出割合区分 0％から 5％以下 5％を超え 15％以下 15％を超え 25％以下 25％を超え 35％以下 

補  正  係  数 1.05 1.04 1.03 1.01 

（注） 別表第１で求めた一般管理費等率に当該補正係数を乗じて得た率は，小数点以下第３位を四捨五入して２

位止めとする。 

別表第３ 契約保証に係る一般管理費等率の補正

保 証 の 方 法 補正値(％) 

ケース１：発注者が金銭的保証を必要とする場合（工事請負契約書第４条を採用する場

合)。 
0.04 

ケース２：発注者が役務的保証を必要とする場合。 0.09 

ケース３：ケース１及び２以外の場合。 補正しない 

（注）１．ケース３の具体例は以下のとおり。 

①島根県会計規則第 69 条の２第６項の規定により契約保証金を納めさせないことができる工事請負契

約である場合 

別表第１ 一 般 管 理 費 等 率 

（令和４年３月３１日まで適用） 

（１） 前払金支出割合が 35％を超え 40％以下の場合 

工 事 原 価 500 万円以下 500 万円を超え 30億円以下 30 億円を超えるもの 

一般管理費等率 22.72％ 一般管理費等率算定式により算出された率 7.47％ 

(２) 算定式 

［一般管理費等率算定式］ 

Ｇp＝-5.48972×LOG(Ｃp)＋59.4977（％） 

ただし，Ｇp：一般管理費等率（％） 

Ｃp：工事原価（単位円） 

（注）１．Ｇpの値は，小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。

        ２．対象とする工事原価については，「第２章 ②間接工事費 ２．共通仮設費（２）算定方法 1)

率計算による部分 の（ニ）」及び「第２章 ②間接工事費 ２．共通仮設費（２）算定方法 5)間

接工事費等の項目別対象表」を参照のこと。 

（令和４年４月１日以降適用） 

（１） 前払金支出割合が 35％を超え 40％以下の場合 

工 事 原 価 500 万円以下 500 万円を超え 30億円以下 30 億円を超えるもの 

一般管理費等率 23.57％ 一般管理費等率算定式により算出された率 9.74％ 

(２) 算定式 

［一般管理費等率算定式］ 

Ｇp＝-4.97802×LOG(Ｃp)+56.92101（％） 

ただし，Ｇp：一般管理費等率（％） 

Ｃp：工事原価（単位円） 

（注）１．Ｇpの値は，小数点以下第３位を四捨五入して２位止めとする。

        ２．対象とする工事原価については，「第２章 ②間接工事費 ２．共通仮設費（２）算定方法 1)

率計算による部分 の（ニ）」及び「第２章 ②間接工事費 ２．共通仮設費（２）算定方法 5)間

接工事費等の項目別対象表」を参照のこと。 

Ⅰ-3-①-3へ移動
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第Ⅵ編　土木工事標準単価及び市場単価

第１章　土木工事標準単価

［2］独自基準

－18－

①－１　区画線工　【溶剤型
ペイント式（手動式）】

（令和４年３月３１日まで適用） 

表－１ 区画線設置（ペイント式・手動式） 

規格・仕様 単位

日当たり 

標準施工量 

供用区間 

溶剤型 

（加熱式） 

実線 15cm m 990 

破線 
15cm m 835 

30cm m 417 

（注） １．線色は白色又は黄色とする。 

２．破線は塗布延長とする。 

（令和４年４月１日以降適用） 

表－１ 区画線設置（ペイント式・手動式） 

規格・仕様 単位

日当たり 

標準施工量 

供用区間 

溶剤型 

（加熱式） 

実線 15cm m 990 

破線 
15cm m 831 

30cm m 415 

（注） １．線色は白色又は黄色とする。 

２．破線は塗布延長とする。 

Ⅵ-3へ移動
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第Ⅳ編　道　路 　＜略＞

第７章　橋梁工

［2］独自基準
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（令和 4年 3月 1日以降適用） 

土木工事標準積算基準書（共通編） 第Ⅳ編 道路 

第７章 橋梁工／ ①鋼橋製作工 ３．鋼橋製作費 

３-２ 製作工労務単価 を次のとおり読み替える。 

工場製作における工数単価（直接労務費）は 27,800 円とする。

（令和 4 年 4 月 1日以降適用） 

土木工事標準積算基準書（共通編） 第Ⅳ編 道路 

第７章 橋梁工／ ①鋼橋製作工 １． 請負工事費の積算体系 

１－２ 請負工事費の費目 (１) 工場製作 ２) 間接工事費 

間接労務費率 37.6％を 40.8％、工場管理費率 28.8％を 33.5％に読み替える。 
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第Ⅸ編　機械設備

第１章　一般共通

［2］独自基準

－20－

Ⅸ-3へ移動

第 1章 第 5 請負工事の積算 2 据付工事原価 2－2間接工事費 （2）現場管理費
7) 施工地域を考慮した現場管理費率の補正及び計算 

a  施工地域を考慮した現場管理費率の補正は，表－1・7の現場管理費率に次表の補正係数を乗

じるものとする。 

地域補正の適用 

適用条件 補正 

係数 

適用 

優先 施工地域区分 工種区分 対象 

一般交通影響有り
(1) 

全ての工種（注
1） 

2 車線以上（片側 1 車線以上）かつ交通量（上下合
計）が 5,000 台／日以上の車道において、車線変更
を促す規制を行う場合。ただし，常時全面通行止め
の場合は対象外とする。 

1.1 1 

一般交通影響有り
(2) 

全ての工種（注
1） 

一般交通影響有り(1)以外の車道において，車線変更
を促す規制を伴う場合。（常時全面通行止めの場合を
含む。） 

1.1 2 

市街地（DID 補
正） 

全ての工種（注
1） 

市街地部が施工箇所に含まれる場合。 1.1 3 

離  島 
全ての工種（注

1） 
 1.0 4 

（注）1. コンクリートダム及びフィルダム工事は適用しない。 

2. 施工地域区分は以下のとおりとする。 

・市 街 地： 

施工地域が人口集中地区（DID 地区）及びこれに準ずる地区をいう。 

なお，DID 地区とは，総務省統計局国勢調査による地域別人口密度が 4,000 人／km2

以上でその全体が 5,000 人以上となっている地域をいう。（松江市、出雲市、益田

市、浜田市、安来市の一部）これに準ずる地区とは、総務省が規定する「準人口集

中地区」という。 

b  適用条件の複数に該当する場合の取扱い 

 適用条件の複数に該当する場合は，適用優先順に従い決定するものとする。 

c  その他 

イ）災害の発生等により、本基準において想定している状況と実態が乖離している場合などに

ついては、上記 a の他、必要に応じて実態等を踏まえた補正係数を設定することができる

ものとする。 

ロ）設計変更時における共通仮設費率の補正については，工事区間の延長等により当初計上し

た補正値に増減が生じた場合，あるいは当初計上していなかったが，上記条件の変更によ

り補正出来ることとなった場合は設計変更の対象として処理するものとする。 

第１章 一般共通 基準の解説 
[解]６ 材料費等の価格等の取り扱い （２）材料費等 を、次のとおり読み替える。 

材料費の価格については、「建設工事積算基準 第Ⅰ編第２章 工事の積算」における「①直接工

事費 １材料費 （２）価格」によるものとする。また、標準歩掛のない労務工数については、見

積り等をもとに決定するものとする。 

機器単体費の価格については「建設工事積算基準 第Ⅰ編第２章 工事の積算」における「①直

接工事費 １材料費 （２）価格」によるものとする。 

ただし、見積により単価決定する場合は、異常値（徴収した見積り全ての平均値の±３０％を超

えるもの）を除いた最低値とする。 

なお、物価資料に掲載されている価格で、荷渡し場所が「都市内現場持ち込み」となっているも

の、特別資材調査あるいは見積により設定した価格で「現場渡し価格」となっているものについて

は、輸送費を計上しない。 

[解]７ 随意契約方式により工事を発注する場合の共通仮設費，現場管理費，設計技術費及び一般管

理費等の調整 を、次のとおり読み替える。 

建設工事積算基準 第Ⅰ編 第４章によるものとする。
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第Ⅸ編　機械設備 　（記載なし）

第１章　一般共通

［2］独自基準

　　＜略＞

－21－

第 1 章 第 5請負工事の積算 4 一般管理費等 (2)一般管理費等率 
（令和４年３月３１日まで適用） 

国土交通省機械設備工事積算基準／第２編 機械設備工事積算基準／第１章 一般共通／第 5 請負

工事の 

積算／4 一般管理費等 

（令和４年４月１日以降適用） 

表－1･10 標準一般管理費等率 

対 象 額 標準一般管理費等率 

５００万円以下 ２６．１７％ 

５００万円を超え 

３０億円以下 

Ｇ１＝－１．４３５７Ｌｏｇ（Ｃ１）＋３５．７８９ 

  ただし、Ｇ１：標準一般管理費等率（％） 

      Ｃ１：対象額（円） 

３０億円を超えるもの ２２．１８％ 

（注）Ｇ１の値は、小数点以下第３位を四捨五入して第２位止めとする。

第１章 一般共通 基準の解説 

Ⅸ-2から移動
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第１１編　港湾・漁港漁場整備 （記載なし）

第１１－１編　港湾

［2］独自基準

第１部　港湾土木請負工事積算基準

３節　一般管理費等

１．一般管理費等の算定

　第３章以降　＜略＞ 　第３章以降　＜略＞

－22－

３節 一般管理費等 

１．一般管理費等の算定 

（令和４年３月３１日まで適用） 

港湾請負工事積算基準 による。 

（令和４年４月１日以降適用） 

表－④を以下のとおり読み替える。 

表－④ 一般管理費等率 

工事原価 500 万円以下 500 万円を超え 30億円以下 30 億円を超えるもの 

 適用 

区分等 下記の率とする 

算定式により算出された率とする。

ただし、定数値は下記による 下記の率とする 

a b 

一般管理費等 23.57％ -4.97802 56.92101 9.74% 

一般管理費等率の算定式 

ＧＰ ＝ ａ・log(ＣＰ) ＋ ｂ （小数３位四捨五入） 

ただし、 

ＧＰ  :  一般管理費等率（％） 

ＣＰ  :  工事原価（円） 
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第１１編　港湾・漁港漁場整備

第１１－２編　漁港漁場整備

［2］独自基準

第１部　漁港漁場関係事業請負工事費積算基準 　　　（記載なし）

３節　一般管理費等

１．一般管理費等の算定

　　第３章以降　＜略＞

－23－

３． 現場管理費 

３－１ 積算方法等 

３－１－１ 現場管理費率の補正 

１）施工時期、工事期間等による補正については、適用しない 

第３章 直接工事費の施工歩掛 

４節 本体工 

４．１ ケーソン式 

３． ケ－ソン進水据付工 

３－８ 回航・えい航 

３－８－３ ケーソン回航 

３－８－３－２ 回航費の積算 

３）運転費の算出 

（４）乗船手当 

乗船手当は、下表のとおりとする。 

職 種 乗船手当 摘      要 

普通船員 1,918 円 職員の旅費に関する条例施行規則第１０条（航海日当）に

準じる。 

金額は消費税を含まない金額である。 

船団長 

高級船員 
2,154 円 

第４章 市場単価 

１． 市場単価の調査方法および決定方法 

１－３ 適用にあたっての主な留意事項 

離島についても、市場単価を適用する。 

１－４ 市場単価の公表 

市場単価の公表については、以下による。 

・建設工事積算基準／第Ⅰ編／第２章／①直接工事費／１材料費 

第５章 間接工事費の施工歩掛 

１節 回航・えい航費 

２． 回航 

２－３ 回航費の積算 

２－３－２ 運転費の算出 

（６）乗船手当 

乗船手当は、下表のとおりとする。 

職 種 乗船手当 摘      要 

普通船員 1,918 円 職員の旅費に関する条例施行規則第１０条（航海日当）に

準じる。 

金額は消費税を含まない金額である。 

船団長 

高級船員 
2,154 円 

２－３－６ 旅費等の算出 

（２）旅費等の算出方法 

旅費は、「業務委託積算基準／総則／第２章／第１節／１－３旅費交通費」を参考に適切に計上する。 

２節 運搬費 

運搬費については、以下による。 

・建設工事積算基準／第Ⅰ編／第２章／②間接工事費／２共通仮設費／２－２運搬費 

３節 一般管理費等 

１．一般管理費等の算定 

（令和４年３月３１日まで適用） 

漁港漁場関係工事積算基準 による。 

（令和４年４月１日以降適用） 

表－④を以下のとおり読み替える。 

表－④ 一般管理費等率 

工事原価 500 万円以下 500 万円を超え 30 億円以下 30 億円を超えるもの 

 適用 

区分等 下記の率とする 

算定式により算出された率とする。

ただし、定数値は下記による 下記の率とする 

a b 

一般管理費等 23.57％ -4.97802 56.92101 9.74% 

一般管理費等率の算定式 

ＧＰ ＝ ａ・log(ＣＰ) ＋ ｂ （小数３位四捨五入） 

ただし、 

ＧＰ  :  一般管理費等率（％） 

ＣＰ  :  工事原価（円） 

11-6へ移動
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第１２編　空　港

第１２－１編　空港土木

［2］独自基準 　　第１章～第２章　＜略＞

第1部　空港土木請負工事積算基準

第１編　総則

第３章　一般管理費等

　　（記載なし）

－24－

第 1部 空港土木請負工事積算基準 

第１編 総則 

第１章 総則 

②請負工事の工事費の構成 

 ２． 工事費の積算価格構成の項目 

  ２－４工事価格の端数処理 については以下による。 

・建設工事積算基準／第Ⅰ編／第２章／①直接工事費／５ 諸雑費及び端数処理／（２）端数処理／５） 

第２章 工事費の積算 

①直接工事費 

 １． 労務費 

  労務費については、以下による。 

・建設工事積算基準／第Ⅰ編／第２章／①直接工事費／３ 労務費 

２． 材料費 

 材料費については、以下による。 

・建設工事積算基準／第Ⅰ編／第２章／①直接工事費／１ 材料費 

第９章 設計変更 

 設計変更については、以下による。 

・建設工事積算基準／第Ⅰ編／第１3 章 設計変更 

第３編 空港 

第４章 空港維持・修繕 

⑧除雪工 

        除雪工については適用しない。

第 1部 空港土木請負工事積算基準 

第１編 総則 

12-2へ移動

第３章 一般管理費等 

①一般管理費等 

４．一般管理費等率の補正 

（令和４年３月３１日まで適用） 

空港請負工事積算基準による。 

（令和４年４月１日以降適用） 

別表第３を以下に読み替える。 

  別表第３  

一 般 管 理 費 率 等 

（１） 前払金支出割合が 35％を超える場合 

工 事 原 価 500 万円以下 500 万円を超え 30 億円以下 30 億円を超えるもの 

一般管理費等率 23.57％ （２）の算定式により算出された率 9.74％ 

(２) 算定式

Ｇp ＝ －4.97802 × LOG（Ｃp） ＋ 56.92101 （％） 

ただし，Ｇp：一般管理費等率（％） 

Ｃp：工事原価（単位円）

（注）Ｇp の値は，小数第３位を四捨五入して２位止めとする。
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第１３編　農業農村整備

第１章　総則

［2］独自基準

②工事費の積算

２．間接工事費の積算

１）共通仮設費

－25－

別表１ 工種区分 （令和４年３月３１日まで適用） 

工種区分 工 種 内 容

ほ 場 整 備 工 事
農地の区画整理 (道路、用排水路施設を併せて行うもの及び暗渠排水工事、客土工事
を単独で行うものを含む。)工事

農 用 地 造 成 工 事 農用地造成(道路用排水路施設を併せて行うものを含む。)工事
舗 装 工 事 舗装の新設及び修繕工事にあって、次に掲げる工事

セメントコンクリート舗装工、アスファルト舗装工、セメント安定処理路盤工、

アスファルト安定処理路盤工、砕石路盤工、凍上抑制層工、コンクリートブロ

ック舗装工、路上再生処理工、切削オーバーレイ工及びこれらに類する工事

道 路 改 良 工 事 道路改良工事にあって、次に掲げる工事

土工、擁壁工、函（管）渠工、側溝工、山止工、法面工、落石防止柵工、雪崩防

止柵工、道路地盤処理工、標識工、防護柵工及びこれらに類する工事

水 路 ト ン ネ ル 工 事
新設・改修及びこれに附帯する構造物工事。なお、シールド工法又は作業員が内部で作

業する推進工法による工事及びこれに類する工事を含む。

水 路 工 事

用水路及び用排水兼用水路の新設・改修工事 {サイホン工事、排水路の三面張水路及
び既製品水路(既製品の大型フリューム等)を含む。}でこれと同時に施工される附帯構造
物工事

排 水 路 工 事

排水路の工事で掘削、築堤、護岸、根固め及びこれらに類するものを行う工事

柵渠、連節ブロック、張ブロック、鋼矢板、コンクリート矢板を用いた用水路・用排

兼用水路及び土水路で排水路に類似する工事

河 川 工 事

河川工事にあって、次に掲げる工事

築堤工、掘削工、浚渫工、護岸工、特殊堤工、根固工、水制工、水路工、河床高

水敷整正工、堤防地盤処理工、河川構造物グラウト工、光ケーブル配管工等の

補修及びこれらに類する工事

ただし、河川高潮対策区間の河川工事については「海岸工事」とする。

管 水 路 工 事

既製管及びこれに類する既製品(既製品のボックスカルバート等)を用いる水路工事。ただ
し、畑かん施設工事、管更正工事、推進工法(作業員が内部で作業する推進工法)及びこれ
に類する工事は除く。

管 更 正 工 事
管水路に関する工事にあって、次に掲げる工事

既設管水路の更生工法工事

畑 か ん 施 設 工 事
樹枝状・管網方式及びこれに類するパイプライン施設のパイプラインの布設及び附帯構造

物工事

干 拓 工 事
ポンプ浚渫船、グラブ浚渫船、バケット船等を用いて行う干拓工事及び埋立工事(陸地の
用土を用いて行う干拓及び埋立工事は対象としない。) 

海 岸 工 事

海岸工事であって、次に掲げる工事

堤防工、突堤工、離岸堤工、消波根固工、海岸擁壁工、護岸工、樋門(管)工、河口浚渫、
水(閘)門工、養浜工、堤防地盤処理工及びこれらに類する工事
河川高潮対策区間の河川工事であって、次に掲げる工事

築堤工、掘削工、浚渫工、護岸工、特殊堤工、根固工、水制工、水路工、河床高水敷整

正工、堤防地盤処理工、河川構造物グラウト工、樋門(管)工、水(閘)門工、光ケーブル
配管工、護岸工等の補修及びこれらに類する工事

コンクリート補修工事

コンクリートの補修工事であって、次に掲げる工事

表面保護工法、ひび割れ補修工法、断面修復工法、目地補修工法及びこれらに類する

工事

ただし、管水路内工事、ダム及び橋梁（上部・下部）等の補修を除く。

その他土木工事 ( 1 ) 

コンクリート構造物を主体とする工事であって、次に掲げる工事

橋梁(下部)、樋門(管)、頭首工、用排水機場(下部、基礎)、水路橋(上部・下部)、貯水
槽及びこれらに類する工事、電気通信設備工事

ただし、工種区分の橋梁保全工事に該当するものは除く。

別表１ 工種区分 

工種区分 工 種 内 容

ほ 場 整 備 工 事
農地の区画整理 (道路、用排水路施設を併せて行うもの及び暗渠排水工事、客土工事
を単独で行うものを含む。)工事

農 用 地 造 成 工 事 農用地造成(道路用排水路施設を併せて行うものを含む。)工事
舗 装 工 事 舗装の新設及び修繕工事にあって、次に掲げる工事

セメントコンクリート舗装工、アスファルト舗装工、セメント安定処理路盤工、

アスファルト安定処理路盤工、砕石路盤工、凍上抑制層工、コンクリートブロ

ック舗装工、路上再生処理工、切削オーバーレイ工及びこれらに類する工事

道 路 改 良 工 事 道路改良工事にあって、次に掲げる工事

土工、擁壁工、函（管）渠工、側溝工、山止工、法面工、落石防止柵工、雪崩防

止柵工、道路地盤処理工、標識工、防護柵工及びこれらに類する工事

水 路 ト ン ネ ル 工 事
新設・改修及びこれに附帯する構造物工事。なお、シールド工法又は作業員が内部で作

業する推進工法による工事及びこれに類する工事を含む。

水 路 工 事

用水路及び用排水兼用水路の新設・改修工事 {サイホン工事、排水路の三面張水路及
び既製品水路(既製品の大型フリューム等)を含む。}でこれと同時に施工される附帯構造
物工事

排 水 路 工 事

排水路の工事で掘削、築堤、護岸、根固め及びこれらに類するものを行う工事

柵渠、連節ブロック、張ブロック、鋼矢板、コンクリート矢板を用いた用水路・用排

兼用水路及び土水路で排水路に類似する工事

河 川 工 事

河川工事にあって、次に掲げる工事

築堤工、掘削工、浚渫工、護岸工、特殊堤工、根固工、水制工、水路工、河床高

水敷整正工、堤防地盤処理工、河川構造物グラウト工、光ケーブル配管工等の

補修及びこれらに類する工事

ただし、河川高潮対策区間の河川工事については「海岸工事」とする。

管 水 路 工 事

既製管及びこれに類する既製品(既製品のボックスカルバート等)を用いる水路工事。ただ
し、畑かん施設工事、管更正工事、推進工法(作業員が内部で作業する推進工法)及びこれ
に類する工事は除く。

管 更 正 工 事
管水路に関する工事にあって、次に掲げる工事

既設管水路の更生工法工事

畑 か ん 施 設 工 事
樹枝状・管網方式及びこれに類するパイプライン施設のパイプラインの布設及び附帯構造

物工事

干 拓 工 事
ポンプ浚渫船、グラブ浚渫船、バケット船等を用いて行う干拓工事及び埋立工事(陸地の
用土を用いて行う干拓及び埋立工事は対象としない。) 

海 岸 工 事

海岸工事であって、次に掲げる工事

堤防工、突堤工、離岸堤工、消波根固工、海岸擁壁工、護岸工、樋門(管)工、河口浚渫、
水(閘)門工、養浜工、堤防地盤処理工及びこれらに類する工事
河川高潮対策区間の河川工事であって、次に掲げる工事

築堤工、掘削工、浚渫工、護岸工、特殊堤工、根固工、水制工、水路工、河床高水敷整

正工、堤防地盤処理工、河川構造物グラウト工、樋門(管)工、水(閘)門工、光ケーブル
配管工、護岸工等の補修及びこれらに類する工事

コンクリート補修工事

コンクリートの補修工事であって、次に掲げる工事

表面保護工法、ひび割れ補修工法、断面修復工法、目地補修工法及びこれらに類する

工事

ただし、管水路内工事、ダム及び橋梁（上部・下部）等の補修を除く。

その他土木工事 ( 1 ) 

コンクリート構造物を主体とする工事であって、次に掲げる工事

橋梁(下部)、樋門(管)、頭首工、用排水機場(下部、基礎)、水路橋(上部・下部)、貯水
槽及びこれらに類する工事、電気通信設備工事

ただし、工種区分の橋梁保全工事に該当するものは除く。
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別表１ 工種区分 （令和４年４月１日以降適用） 

工種区分 工 種 内 容

ほ 場 整 備 工 事
農地の区画整理 (道路、用排水路施設を併せて行うもの及び暗渠排水工事、客土工事
を単独で行うものを含む。)工事

農 用 地 造 成 工 事 農用地造成(道路用排水路施設を併せて行うものを含む。)工事
舗 装 工 事 舗装の新設及び修繕工事にあって、次に掲げる工事

セメントコンクリート舗装工、アスファルト舗装工、セメント安定処理路盤工、

アスファルト安定処理路盤工、砕石路盤工、凍上抑制層工、コンクリートブロ

ック舗装工、路上再生処理工、切削オーバーレイ工及びこれらに類する工事

道 路 改 良 工 事 道路改良工事にあって、次に掲げる工事

土工、擁壁工、函（管）渠工、側溝工、山止工、法面工、落石防止柵工、雪崩防

止柵工、道路地盤処理工、標識工、防護柵工及びこれらに類する工事

水 路 ト ン ネ ル 工 事

新設・改修（支保工、矢板を再建込する作業）及びこれに附帯する構造物工事。なお、シール

ド工法又は推進工法（作業員が内部で作業する推進工法）による工事及びこれに類する工事

を含む。

水 路 工 事

用水路及び用排水兼用水路の新設・改修工事 {サイホン工事、排水路の三面張水路及
び既製品水路(既製品の大型フリューム等)を含む。}でこれと同時に施工される附帯構造
物工事

排 水 路 工 事

排水路の工事で掘削、築堤、護岸、根固め及びこれらに類するものを行う工事

柵渠、連節ブロック、張ブロック、鋼矢板、コンクリート矢板を用いた用水路・用排

兼用水路及び土水路で排水路に類似する工事

河 川 工 事

河川工事にあって、次に掲げる工事

築堤工、掘削工、浚渫工、護岸工、特殊堤工、根固工、水制工、水路工、河床高

水敷整正工、堤防地盤処理工、河川構造物グラウト工、光ケーブル配管工等の

補修及びこれらに類する工事

ただし、河川高潮対策区間の河川工事については「海岸工事」とする。

管 水 路 工 事

既製管及びこれに類する既製品(既製品のボックスカルバート等)を用いる水路工事。ただ
し、畑かん施設工事、管更正工事、推進工法(作業員が内部で作業する推進工法)及びこれ
に類する工事は除く。

管 更 正 工 事
管水路に関する工事にあって、次に掲げる工事

既設管水路の更生工法工事

畑 か ん 施 設 工 事
樹枝状・管網方式及びこれに類するパイプライン施設のパイプラインの布設及び附帯構造

物工事

干 拓 工 事
ポンプ浚渫船、グラブ浚渫船、バケット船等を用いて行う干拓工事及び埋立工事(陸地の
用土を用いて行う干拓及び埋立工事は対象としない。) 

海 岸 工 事

海岸工事であって、次に掲げる工事

堤防工、突堤工、離岸堤工、消波根固工、海岸擁壁工、護岸工、樋門(管)工、河口浚渫、
水(閘)門工、養浜工、堤防地盤処理工及びこれらに類する工事
河川高潮対策区間の河川工事であって、次に掲げる工事

築堤工、掘削工、浚渫工、護岸工、特殊堤工、根固工、水制工、水路工、河床高水敷整

正工、堤防地盤処理工、河川構造物グラウト工、樋門(管)工、水(閘)門工、光ケーブル
配管工、護岸工等の補修及びこれらに類する工事

コンクリート補修工事

コンクリートの補修工事であって、次に掲げる工事

表面保護工法、ひび割れ補修工法、断面修復工法、目地補修工法及びこれらに類する

工事

ただし、管水路内工事、ダム及び橋梁（上部・下部）等の補修を除く。
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工 種 区 分 工 種 内 容

その他土木工事 ( 1 ) 

コンクリート構造物を主体とする工事であって、次に掲げる工事

橋梁(下部)、樋門(管)、頭首工、用排水機場(下部、基礎)、水路橋(上部・下部)、貯水
槽及びこれらに類する工事、電気通信設備工事

ただし、工種区分の橋梁保全工事に該当するものは除く。

その他土木工事(2) 
他のいずれにも該当しない工事で、次に類するものを行う工事

沈砂池、地すべり防止工、ダム等の補修、工事用ボーリング・グラウト、ため池、法面工

フ ィ ル ダ ム 工 事 フ ィ ル タ イ プ で 本 体 を 主 体 と す る 工 事

コンクリートダム工事 コンクリートダム本体を主体とする工事(砂防ダムは対象としない。) 

河川・道路構造物工事

1.コンクリート橋上部・PC 橋上部(プレキャストセグメントを除く工場既製桁の場合)工事、
橋梁の床版工のみの工事

2.床版工（RC構造及びプレキャスト PC構造）
ただし、工種区分の橋梁保全工事に該当するものは除く。

Ｐ Ｃ 橋 工 事 1.工事現場における PC桁の製作(工場製作桁は除く)、架設及び製作架設に関する工事
2.プレキャストセグメント構造の PC橋工事

鋼 橋 架 設 工 事

鋼橋等の運搬架設に関する工事にあって、次に掲げる工事

1.鋼橋架設工、鋼橋塗装工、鋼橋塗替工、橋梁検査路設置工、高欄設置工(鋼製・アルミ等)、
スノーシェッド(鋼構造)、ロックシェッド(鋼構造)、道路付属物を除く鋼構造物塗替工(水門、
樋門、樋管、排水機場等)、床版工（RC構造及びプレキャスト PC構造を除く）、橋梁下部
工（鋼製）

2.簡易組立橋の塗装工事及びこれらに類する工事
3.鋼橋撤去工（鋼橋に伴う床版撤去含む）
ただし、工種区分の橋梁保全工事に該当するものは除く。

公 園 工 事

公園及び緑地の造成整備に関する工事にあって、次に掲げる工事

敷地造成工、園路広場工、植樹工、除草工、芝付工、花壇工、日陰棚工、ベンチ工、池

工、遊戯施設工、運動施設工、標識工及びこれらに類する工事

ト ン ネ ル 工 事

トンネルに関する工事にあって、次に掲げる工事

1.トンネル工事
2.施工方法がシールド工法又は作業員が内部で作業する推進工法による工事
ただし、本体工を完成後別件で照明設備、舗装、側溝等を発注する場合、又は供用開始

後の照明設備、吹付け、舗装、修繕工事等は除く

橋 梁 保 全 工 事
橋梁（上部工、下部工）に関する全ての保全、補修、補強工事及び既設橋梁の橋梁付属物工の

修繕工事（塗装、舗装打ち換え等は除く）
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別表２  共通仮設費率適用範囲 

項 目 率 の 対 象 項 目

運 搬 費

1  建設機械器具の運搬等に要する費用
（1）質量 20t未満の建設機械の搬入、搬出(組立・解体を含む)に要する費用
（2）器材等(型枠、支保材、足場材、仮囲い、敷鉄板(積上げ計上分を除く)、橋梁ベント、橋梁架設用タ
  ワ一、橋梁用架設桁設備、排砂管、トレミー管等)の搬入、搬出並びに現場内小運搬に要する費用
（3）建設機械の自走による運搬に要する費用
（4）建設機械等の日々回送(分解・組立、輸送)に要する費用
（5）建設機械の現場内小運搬に要する費用

準 備 費

1 準備及び跡片付けに要する費用
（1）準備に要する費用
（2）現場の跡片付け、清掃、踏み荒らしに対する復旧等に要する費用
2 調査・測量、丁張等に要する費用
（1）工事施工に必要な測量及び丁張に要する費用
（2）縦、横断面図の照査等に要する費用
（3）用地幅杭等の仮移設等に要する費用
3 準備として行う以下に要する費用
（1）ブルドーザ、レーキドーザ、バックホウ等による雑木や小さな樹木、竹などを除去する伐開に要す
る費用（チェーンソー等による伐採作業を除く）

（2）除根、除草、整地、段切り（ため池及びダムの堤体部を除く）、すりつけ等に要する費用
なお、伐開、除根及び除草は、現場内の集積・積込み作業を含む。（農用地造成工事の伐開、除根、除

草等に要する費用を除く) また、伐開、伐採の定義については、「建設工事積算基準第Ⅰ編第２章②
間接工事費２共通仮設費２－３準備費（３）」による。

安 全 費

1 工事地域内全般の安全管理上の監視、あるいは連絡等に要する費用
2 不稼働日の保安要員等の費用
3 標示板、標識、保安燈、防護柵、バリケード、架空線等事故防止対策簡易ゲート等の安全施設類の設
置・撤去、補修に要する費用及び使用期間中の損料

4 夜間作業を行う場合における照明に要する費用(大規模な照明施設を必要とする広範なダムエ事及び
トンネル本体工事を除く) 

5 河川、海岸工事における救命艇に要する費用
6 酸素欠乏症の予防に要する費用
7 粉塵作業の予防に要する費用
8 トンネル等における防火安全対策に要する費用
9 安全用品等に要する費用
10 安全委員会等に要する費用

役 務 費

技 術

管 理 費

1 共通仕様書の品質管理基準に規定している試験区分「必須」「その他」の各種試験に要する費用
2 出来形管理のための測量、図面作成、写真管理に要する費用
3 工程管理のための資料の作成等に要する費用
4 工事完成図書類の作成及び電子納品等に要する費用
5 建設材料の品質記録保存に要する費用
6 コンクリート中の塩化物総量規制に伴う試験に要する費用
7 コンクリートのひび割れ調査及びテストハンマーによる強度推定調査に要する費用
8 ＰＣ上部工・アンカー工等の緊張管理、グラウト配合試験等に要する費用
9 塗装膜厚施工管理に要する費用
10 施工管理で使用するＯＡ機器の費用（情報共有システムに係る費用（登録料及び利用料）を含む）
11 建設発生土情報交換システム及び建設副産物情報交換システムの操作に要する費用

営 繕 費

1 現場事務所、労務者宿舎、倉庫等の営繕(設置・撤去、維持・補修)に要する費用
2 1に係る土地・建物の借上げに要する費用
3 労務者を日々当該現場に送迎輸送するために要する費用(海上輸送等での労務者の輸送に要する
費用は除く) 

4 火薬庫等及び特に必要とされる監督員詰所の営繕(設置・撤去、維持・補修、土地の借上げ)に
要する費用(フィルダム及びコンクリートダム工事) 

別表２  共通仮設費率適用範囲 （令和４年３月３１日まで適用） 

項 目 率 の 対 象 項 目

運 搬 費

1  建設機械器具の運搬等に要する費用
（1）質量 20t未満の建設機械の搬入、搬出(組立・解体を含む)に要する費用
（2）器材等(型枠、支保材、足場材、仮囲い、敷鉄板(積上げ計上分を除く)、橋梁ベント、橋梁架設用タ
  ワ一、橋梁用架設桁設備、排砂管、トレミー管等)の搬入、搬出並びに現場内小運搬に要する費用
（3）建設機械の自走による運搬に要する費用
（4）建設機械等の日々回送(分解・組立、輸送)に要する費用
（5）建設機械の現場内小運搬に要する費用

準 備 費

1 準備及び跡片付けに要する費用
（1）準備に要する費用
（2）現場の跡片付け、清掃、踏み荒らしに対する復旧等に要する費用
2 調査・測量、丁張等に要する費用
（1）工事施工に必要な測量及び丁張に要する費用
（2）縦、横断面図の照査等に要する費用
（3）用地幅杭等の仮移設等に要する費用
3 準備として行う以下に要する費用
（1）ブルドーザ、レーキドーザ、バックホウ等による雑木や小さな樹木、竹などを除去する伐開に要す
る費用（チェーンソー等による伐採作業を除く）

（2）除根、除草、整地、段切り（ため池及びダムの堤体部を除く）、すりつけ等に要する費用
なお、伐開、除根及び除草は、現場内の集積・積込み作業を含む。（農用地造成工事の伐開、除根、除

草等に要する費用を除く) また、伐開、伐採の定義については、「建設工事積算基準第Ⅰ編第２章②
間接工事費２共通仮設費２－３準備費（３）」による。

安 全 費

1 工事地域内全般の安全管理上の監視、あるいは連絡等に要する費用
2 不稼働日の保安要員等の費用
3 標示板、標識、保安燈、防護柵、バリケード、架空線等事故防止対策簡易ゲート等の安全施設類の設
置・撤去、補修に要する費用及び使用期間中の損料

4 夜間作業を行う場合における照明に要する費用(大規模な照明施設を必要とする広範なダムエ事及び
トンネル本体工事を除く) 

5 河川、海岸工事における救命艇に要する費用
6 酸素欠乏症の予防に要する費用
7 粉塵作業の予防に要する費用
8 トンネル等における防火安全対策に要する費用
9 安全用品等に要する費用
10 安全委員会等に要する費用

役 務 費

技 術

管 理 費

1 共通仕様書の品質管理基準に規定している試験区分「必須」「その他」の各種試験に要する費用
2 出来形管理のための測量、図面作成、写真管理に要する費用
3 工程管理のための資料の作成等に要する費用
4 工事完成図書類の作成及び電子納品等に要する費用
5 建設材料の品質記録保存に要する費用
6 コンクリート中の塩化物総量規制に伴う試験に要する費用
7 コンクリートのひび割れ調査及びテストハンマーによる強度推定調査に要する費用
8 ＰＣ上部工・アンカー工等の緊張管理、グラウト配合試験等に要する費用
9 塗装膜厚施工管理に要する費用
10 施工管理で使用するＯＡ機器の費用（情報共有システムに係る費用（登録料及び利用料）を含む）
11 建設発生土情報交換システム及び建設副産物情報交換システムの操作に要する費用

営 繕 費

1 現場事務所、労務者宿舎、倉庫等の営繕(設置・撤去、維持・補修)に要する費用
2 1に係る土地・建物の借上げに要する費用
3 労務者を日々当該現場に送迎輸送するために要する費用(海上輸送等での労務者の輸送に要する
費用は除く) 

4 火薬庫等及び特に必要とされる監督員詰所の営繕(設置・撤去、維持・補修、土地の借上げ)に
要する費用(フィルダム及びコンクリートダム工事) 
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第１３編　農業農村整備

第１章　総則

［2］独自基準

②工事費の積算

２．間接工事費の積算

１）共通仮設費

〔記載なし〕
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別表２  共通仮設費率適用範囲 （令和４年４月１日以降適用） 

項 目 率 の 対 象 項 目

運 搬 費

1  建設機械器具の運搬等に要する費用
（1）質量 20t未満の建設機械の搬入、搬出(組立・解体を含む)に要する費用
（2）器材等(型枠、支保材、足場材、仮囲い、敷鉄板(積上げ計上分を除く)、橋梁ベント、橋梁架設用タ
  ワ一、橋梁用架設桁設備、排砂管、トレミー管等)の搬入、搬出並びに現場内小運搬に要する費用
（3）建設機械の自走による運搬に要する費用
（4）建設機械等の日々回送(分解・組立、輸送)に要する費用
（5）建設機械の現場内小運搬に要する費用

準 備 費

1 準備及び跡片付けに要する費用
（1）準備に要する費用
（2）現場の跡片付け、清掃、踏み荒らしに対する復旧等に要する費用
2 調査・測量、丁張等に要する費用
（1）工事施工に必要な測量及び丁張に要する費用
（2）縦、横断面図の照査等に要する費用
（3）用地幅杭等の仮移設等に要する費用
3 準備として行う以下に要する費用
（1）ブルドーザ、レーキドーザ、バックホウ等による雑木や小さな樹木、竹などを除去する伐開に要す
る費用（チェーンソー等による伐採作業を除く）

（2）除根、除草、整地、段切り（ため池及びダムの堤体部を除く）、すりつけ等に要する費用
なお、伐開、除根及び除草は、現場内の集積・積込み作業を含む。（農用地造成工事の伐開、除根、除

草等に要する費用を除く) また、伐開、伐採の定義については、「建設工事積算基準第Ⅰ編第２章②
間接工事費２共通仮設費２－３準備費（３）」による。

安 全 費

1 工事地域内全般の安全管理上の監視、あるいは連絡等に要する費用
2 不稼働日の保安要員等の費用
3 標示板、標識、保安燈、防護柵、バリケード、架空線等事故防止対策簡易ゲート等の安全施設類の設
置・撤去、補修に要する費用及び使用期間中の損料

4 夜間作業を行う場合における照明に要する費用(大規模な照明施設を必要とする広範なダムエ事及び
トンネル本体工事を除く) 

5 河川、海岸工事における救命艇に要する費用
6 酸素欠乏症の予防に要する費用
7 粉塵作業の予防に要する費用
8 トンネル等における防火安全対策に要する費用
9 安全用品等に要する費用（墜落防止用器具（フルハーネス型）を含む）
10 安全委員会等に要する費用

役 務 費

技 術

管 理 費

1 共通仕様書の品質管理基準に規定している試験区分「必須」「その他」の各種試験に要する費用
2 出来形管理のための測量、図面作成、写真管理に要する費用
3 工程管理のための資料の作成等に要する費用
4 工事完成図書類の作成及び電子納品等に要する費用
5 建設材料の品質記録保存に要する費用
6 コンクリート中の塩化物総量規制に伴う試験に要する費用
7 コンクリートのひび割れ調査及びテストハンマーによる強度推定調査に要する費用
8 ＰＣ上部工・アンカー工等の緊張管理、グラウト配合試験等に要する費用
9 塗装膜厚施工管理に要する費用
10 施工管理で使用するＯＡ機器の費用（情報共有システムに係る費用（登録料及び利用料）を含む）
11 建設発生土情報交換システム及び建設副産物情報交換システムの操作に要する費用

営 繕 費

1 現場事務所、労働者宿舎、倉庫等の営繕(設置・撤去、維持・修繕)に要する費用
2 1に係る土地・建物の借上げに要する費用
3 労働者を日々当該現場に送迎輸送するために要する費用(海上輸送等での労働者の輸送に要する
費用は除く) 

4 火薬庫等及び特に必要とされる監督員詰所の営繕(設置・撤去、維持・補修、土地の借上げ)に
要する費用(フィルダム及びコンクリートダム工事) 



【通知日】令和4年３月30日

ページ 改定前（令和4年３月３１日まで適用） 改定後（令和４年４月１日以降適用）

令和３年度　建設工事積算基準　対照表

13-7(2)

第１３編　農業農村整備

第１章　総則

［2］独自基準

②工事費の積算

２．間接工事費の積算

１）共通仮設費

〔記載なし〕
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第１３編　農業農村整備

［2］独自基準

一般管理費等

－31－

第１章　施設機械及び電気
　　　　通信設備

第１６章 施設機械及び電気通信設備

［１］ 適用基準 

① 施設機械及び電気通信設備 

土地改良工事積算基準（施設機械）  

１．適用 

農業農村整備事業における施設機械及び電気通信設備の工事費の積算にあたっては、この基準を適用す

る。 

なお、この基準に記載のない歩掛等については、「建設工事積算基準第Ⅶ編～第Ⅸ編」等による。 

［２］ 独自基準 

な し 

第１６章 施設機械及び電気通信設備

［１］ 適用基準 

① 施設機械及び電気通信設備 

土地改良工事積算基準（施設機械）  

１．適用 

農業農村整備事業における施設機械及び電気通信設備の工事費の積算にあたっては、この基準を適用す

る。 

なお、この基準に記載のない歩掛等については、「建設工事積算基準第Ⅶ編～第Ⅸ編」等による。 

［２］ 独自基準 

（令和４年３月３１日まで適用） 

土地改良事業等請負工事積算基準（施設機械）／第３ 施設機械設備工事／３ 請負工事費の積算／３－４ 一

般管理費等 

（令和４年４月１日以降適用） 

表－3･9 標準一般管理費等率 

対 象 額 標準一般管理費等率 

５００万円以下 ２６．１７％ 

５００万円を超え 

３０億円以下 

Ｇ１＝－１．４３５７Ｌｏｇ（Ｃ１）＋３５．７８９ 

  ただし、Ｇ１：標準一般管理費等率（％） 

      Ｃ１：対象額（円） 

３０億円を超えるもの ２２．１８％ 

（注）Ｇ１の値は、小数点以下第３位を四捨五入して第２位止めとする。 



【通知日】令和4年4月22日

ページ 誤 正

Ⅵ-2
第Ⅵ編　土木工事標準単価及び市場単価

第１章　土木工事標準単価

［2］独自基準

令和３年度　建設工事積算基準　対照表
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①－１　区画線工　【溶剤型
ペイント式（手動式）】

２－２ 標準単価の規格・仕様 

区画線工の標準単価の規格・仕様，日当たり標準施工量は，下表のとおりである。 

（令和４年３月３１日まで適用） 

表－１ 区画線設置（ペイント式・手動式） 

規格・仕様 単位

日当たり 

標準施工量 

供用区間 

溶剤型 

（加熱式） 

実線 15cm m 990 

破線 
15cm m 835 

30cm m 417 

（注） １．線色は白色又は黄色とする。 

２．破線は塗布延長とする。 

（令和４年４月１日以降適用） 

表－１ 区画線設置（ペイント式・手動式） 

規格・仕様 単位

日当たり 

標準施工量 

供用区間 

溶剤型 

（加熱式） 

実線 15cm m 990 

破線 
15cm m 831 

30cm m 415 

（注） １．線色は白色又は黄色とする。 

２．破線は塗布延長とする。 

２－２ 標準単価の規格・仕様 

区画線工の標準単価の規格・仕様，日当たり標準施工量は，下表のとおりである。 

（令和４年３月３１日まで適用） 

表－１ 区画線設置（ペイント式・手動式） 

規格・仕様 単位

日当たり 

標準施工量 

供用区間 

溶剤型 

（加熱式） 

実線 15cm m 990 

破線 
15cm m 835 

30cm m 417 

（注） １．線色は白色又は黄色とする。 

２．破線は塗布延長とする。 

（令和４年４月１日以降適用） 

表－１ 区画線設置（ペイント式・手動式） 

規格・仕様 単位

日当たり 

標準施工量 

供用区間 

溶剤型 

（加熱式） 

実線 15cm m 990 

破線 
15cm m 831 

30cm m 475 

（注） １．線色は白色又は黄色とする。 

２．破線は塗布延長とする。 
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第１０編　下水道 ①総則 ①総則

［2］独自基準 ＜略＞ ＜略＞

②　一般管理費等

令和３年度　建設工事積算基準　対照表
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② 一般管理費等 

下水道用設計標準歩掛表 第２巻 ポンプ場・処理場編（機械設備）／Ⅱ 下水道事業における機械設備請負 

工事 工事費積算基準の運用／２．一般管理費等／（２）一般管理費等率／①標準一般管理費等率 

（令和４年４月３０日まで適用） 

下水道用設計標準歩掛表による。 

（令和４年５月１日以降適用） 

① 標準一般管理費等率を以下のとおり読み替える。 

① 標準一般管理費等率は，（式－９）による。 

Ｙ＝－1.4357LogＸ＋35.789 …………（式－９） 

Ｙ：標準一般管理費等率〔％〕 

（算出した値は，小数点以下３位を四捨五入し，２位止めとする。） 

Ｘ：工事原価〔円〕 

ただし，上下限の率は次による。 

Ｘ≦ 5,000,000〔円〕はＹ＝26.17〔％〕 

Ｘ＞3,000,000,000〔円〕はＹ＝22.18〔％〕 
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第１１編　港湾・漁港漁場整備 　第１章　総則　

第１１－１編　港湾 ＜略＞

［2］独自基準

第１部　港湾土木請負工事積算基準 　第２章　工事費の積算

第２章　工事費の積算 １節　直接工事費

２節　間接工事費 　＜略＞

２．共通仮設費

〔記載なし〕

－34－

２節 間接工事費 

２．共通仮設費 

２－１ 一般事項 

２－１－２ 積算方法 

１）率計算による部分 

（２）共通仮設費率の補正 

 ②海上輸送に要する補正 

（令和４年４月３０日まで適用） 

港湾請負工事積算基準 による。 

２－３ 運搬費 

運搬費については、以下による。 

・建設工事積算基準／第Ⅰ編／第２章／②間接工事費／２共通仮設費／２－２運搬費 

３． 現場管理費 

３－１ 積算方法等 

３－１－１ 現場管理費率の補正 

１）施工時期、工事期間等による補正については、適用しない。 

11-2へ移動

２節 間接工事費 

２．共通仮設費 
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第１１編　港湾・漁港漁場整備

第１１－１編　港湾

［2］独自基準

第１部　港湾土木請負工事積算基準

第２章　工事費の積算

２節　間接工事費 〔記載なし〕

２．共通仮設費

　第３節以降　＜略＞

－35－

（令和４年５月１日から適用） 

海上作業がある工事については、現場労務者、現場従業員および作業船乗組員等の海上輸送費用とし

て「表－①共通仮設費率」により求めた率に下表の補正係数を乗じるものとする。 

なお、海上作業とは現場労務者、現場従業員および作業船乗組員が陸路で直接現場までの移動が困難

な場合をいう。 

陸上作業と混在する場合の計上の有無の判断基準は海上作業の有無によるものとし、海上作業がある

場合は、補正係数を乗じるものとする。 

また、現場条件や施工内容により、別途計上できるものとする。 

表－３ 工種区分別の共通仮設費率補正表 

工種区分 補正係数 

港 湾 

工 事 

浚 渫 工 事  1.28 

構 造 物 工 事 1.68 

注）海岸工事（港湾に関わる海岸）について、海上作業がある工事は、別途計上するものとする。 

③共通仮設費率補正の計算 

 共通仮設費率＝共通仮設費率(Ｋr）×海上輸送に要する補正係数＋施工地域、工事場所による補正値

（小数第 3位四捨五入）

２－３ 運搬費 

運搬費については、以下による。 

・建設工事積算基準／第Ⅰ編／第２章／②間接工事費／２共通仮設費／２－２運搬費 

３． 現場管理費 

３－１ 積算方法等 

３－１－１ 現場管理費率の補正 

１）施工時期、工事期間等による補正については、適用しない。 

11-1から移動



【通知日】令和４年４月２７日

ページ 改定前（令和４年４月３０日まで適用） 改定後（令和４年５月１日以降適用）

令和３年度　建設工事積算基準　対照表

11-４
第１１編　港湾・漁港漁場整備 　第１章　総則　

第１１－２編　漁港漁場整備 ＜略＞

［2］独自基準

第１部　漁港漁場関係事業請負工事費積算基準 　第２章　工事費の積算

第２章　工事費の積算 １節　直接工事費

２節　間接工事費 　＜略＞

２．共通仮設費

〔記載なし〕

－36－

２節 間接工事費 

２． 共通仮設費 

２－１ 一般事項 

２－１－２ 積算方法 

１）率計算による部分 

（２）共通仮設費率の補正 

11-5へ移動

２節 間接工事費 

２．共通仮設費 

２－３ 運搬費 

運搬費については、以下による。 

・建設工事積算基準／第Ⅰ編／第２章／②間接工事費／２共通仮設費／２－２運搬費 



【通知日】令和４年４月２７日

ページ 改定前（令和４年４月３０日まで適用） 改定後（令和４年５月１日以降適用）

令和３年度　建設工事積算基準　対照表

11-５
第１１編　港湾・漁港漁場整備

第１１－２編　漁港漁場整備

［2］独自基準

第１部　漁港漁場関係事業請負工事費積算基準

第２章　工事費の積算

２節　間接工事費 〔記載なし〕

２．共通仮設費

　第３節以降　＜略＞

－37－

３． 現場管理費 

３－１ 積算方法等 

３－１－１ 現場管理費率の補正 

１）施工時期、工事期間等による補正については、適用しない 

 ②海上輸送に要する補正 

（令和４年４月３０日まで適用） 

漁港漁場関係工事積算基準 による。 

（令和４年５月１日から適用） 

海上作業がある工事については、現場労務者、現場従業員および作業船乗組員等の海上輸送費用とし

て「表－①共通仮設費率」により求めた率に下表の補正係数を乗じるものとする。 

なお、海上作業とは現場労務者、現場従業員および作業船乗組員が陸路で直接現場までの移動が困難

な場合をいう。 

陸上作業と混在する場合の計上の有無の判断基準は海上作業の有無によるものとし、海上作業がある

場合は、補正係数を乗じるものとする。 

また、現場条件や施工内容により、別途計上できるものとする。 

表－３ 工種区分別の共通仮設費率補正表 

工種区分 補正係数 

港 湾 

工 事 

浚 渫 工 事  1.28 

構 造 物 工 事 1.68 

注）海岸工事（港湾に関わる海岸）について、海上作業がある工事は、別途計上するものとする。 

③共通仮設費率補正の計算 

 共通仮設費率＝共通仮設費率(Ｋr）×海上輸送に要する補正係数＋施工地域、工事場所による補正値

（小数第 3位四捨五入）

11-4から移動
２－３ 運搬費 

運搬費については、以下による。 

・建設工事積算基準／第Ⅰ編／第２章／②間接工事費／２共通仮設費／２－２運搬費 


